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大河内川ダム　深川川総合開発事業

　深川川は、長門市に位置し、その源を美祢市の境に発し山間部を西流し、途中大地川、大寧

寺川、大河内川等と合流しながら流下し、長門市を貫流して日本海に注ぐ流域面積67.2ｋｍ

2

、

流路延長１６ｋｍの二級河川である。なお、中流域には「湯本温泉」があり、長門市の観光の

拠点となっている。また、長門市の市街地は河口部に形成されている。

　深川川流域は、昭和26年のルース台風や昭和29年の洞爺丸台風などにより甚大な浸水被害

を受けており、近年では、平成１１年の梅雨前線豪雨において被害が発生している。また、河

川水は古くからかんがい用水や水道用水として利用されているが、昭和42年、昭和48年等

に、深刻な渇水被害が発生している。

　これらのことから、深川川の「浸水被害の軽減」、「流水の正常な機能の維持」、「水道用

水の確保」を目的として大河内川ダムを建設する。

　なお、深川川本川にダムの適地がないことから支川大河内川にダムを建設し、深川川から大

河内川に導水路を整備することとしている。

《大河内川ダム》形式：重力式コンクリートダム

　　　　　　　　堤高：６２.0ｍ　　　　　　　　　堤頂長：１５５.0ｍ

　　　　　　　　総貯水容量：4,190千m

3

　　　　　　　　集水面積：12.4ｋｍ

2

（直接：4.0ｋｍ

2

　間接8.4ｋｍ

2

）

《導水路》　　　延長：1,540ｍ　　　　　　　　　径：7.2ｍ

　　　　　　　　形式：標準馬蹄形　　　　　　　　勾配：1/342

《付替道路》　　延長：6.6ｋｍ

(１)洪水調節

　治水基準点（観月橋）において、基本高水流量780m

3

/sのうち110m

3

/sの洪水

　調節を行う。

(２)流水の正常な機能の維持

　ダム下流の既得用水の安定取水、動植物の生息・生育環境の保全、河川景観の保持

　等に必要な流量として、利水基準点（観月橋）において0.35m

3

/sを確保する。

(3)水道用水の確保

　長門市の水道用水として、新たに日量1,000m

3

（0.012m

3

/s）を確保する。
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中項目

評　価

　当該事業は、学識経験者、地域住民代表者、河川利用者の代表者、関係地

方公共団体の長から構成される「深川川川づくり検討委員会」で了承されて

いる。

　また、これまでの度重なる浸水被害や渇水被害を受け、当該事業に対する

地域住民からの要望は強い。
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事 業 内 容

百万円

再評価実施要件

7

2025

事 業 場 所

24,000

（内用地補償費）1,806 百万円）

既投資額 10,790

ａ・ｂ

（用地補償費）百万円）

45百万円

1,731

中項目

評　価

社会経済 情勢

の変化に 伴う

必要性の 変化

事 業 効 果

関係市町 及び

地 元 の 意 向

（内用地補償費）

事 業 主 体

総 事 業 費

長門市深川湯本

進捗率

96
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　浸水区域に関する指標のうち、人口、世帯数は前回評価時と比べ、同水準

であるため、治水対策の必要性は依然として高い。

【浸水区域に関する指標の変化（国勢調査）】

《深川地区ほか》

○人　口：0.96倍（8,593/8,929人）＜H27/H22＞

○世帯数：1.01倍（3,725/3,702世帯）＜H27/H22＞

《参考：県全体》

○人　口：0.97倍（1,405/1,451千人）＜H27/H22＞

○世帯数：1.00倍（597/596千世帯）＜H27/H22＞

事 業 期 間

大項目

評　価

Ａ

・

Ｂ

・

Ｃ

ａ・ｂ

1



【費用対効果分析手法】

【事業費の変化】　 有 無

【事業期間の変化】 有 無

● 継続 ○ 見直し継続 ○ 中止

 

○治水経済評価マニュアル（案）　平成１７年４月　国土交通省河川局

①一般資産被害軽減便益：整備により軽減される家屋、事務所、農漁家の

　資産被害額

②農作物被害軽減便益：整備により軽減される農作物被害額

③公共土木施設等被害軽減便益：整備により軽減される公共土木施設等

　（道路、農地、農業用施設等）の被害額

④その他便益：施設の残存価値、整備により軽減される営業活動停止損失

　および応急対応にかかる費用

　浸水被害や渇水被害の軽減を図るため、事業継続が妥当と判断する。

　工事中については、濁水処理施設を設け、濁水を下流へ流さない等の対策をとることにより

河川環境等への影響の低減に努める。

　また、供用後については、選択取水設備を設けることにより、水温や水質に配慮した放流を

行う。

ダム本体コンクリートの骨材について、当初計画では原石山からの採取とし

ていたが、近隣の採石業者と調整を行ったところ、安定した供給が可能であ

ることが確認できたため、購入骨材と原石山からの採取について再度比較検

討を行った結果、経済性で有利な購入骨材に変更することでコストの縮減を

図る。

ダム事業の検証において、治水と利水の目的別に、コスト、実現性等の観点

から、ダムとダム以外との代替案の比較・検討を行い、総合的に評価を行っ

た結果、「大河内川ダム+導水路+河川改修案」である現計画案が最適である

ことを確認している。

　近年の公共事業費の縮減に伴い、事業計画工程に対し実施工程が遅れている。これを受け事

業の進捗状況や残事業量等を再精査した結果、設定した事業期間内での事業完了が困難である

ことから、事業期間を延長する。
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　平成30年度末までに付替道路の全体延長6.6ｋｍのうち4.7ｋｍが完了してお

り、付替道路の進捗率は約72％に達している。

　ダム本体工事の着手に向け、計画的に付替道路の進捗を図り、令和１１年度に事

業を完了させる。

ａ・ｂ

Ａ

・

Ｂ

・

Ｃ

Ａ

・

Ｂ

・

Ｃ

ａ・ｂ

3

環

境

配 慮 事 項

　

４

対

応

方

針

（

事

業

実

施

主

体

案

）

総 合 評 価

評 価 理 由

2

再

評

価

の

視

点

(

2

)

事

業

の

投

資

効

果

大項目

評　価

中項目

評　価

大項目

評　価

Ａ

・

Ｂ

・

Ｃ

（

3

）

事

業

の

進

捗

事業の進捗と

今後の見通し

費用対効果

分析等

(
4

)

コ

ス

ト

縮

減

前　回

(基準年：H25)

全体事業 全体事業 残事業

5,553 6,856 6,856

7 12 12

9,406 11,613 11,613

19,026 24,365 5,726

33,991 42,847 24,207

①事業費 25,094 30,537 9,562

②維持管理費 321 262 262

③その他 0 0 0

　総費用 25,415 30,799 9,824

費用便益比（B／Ｃ） 1.3 1.4 2.5

※ 便益(B)・費用(C)は、算出した各年次の値を割引率を用いて現在価値に換算した合計額

今　回（再々評価）

備　考

③公共土木施設等被害軽減便益

　総便益

費用

(Ｃ)

①一般資産被害軽減便益

便益

(B)

④その他の便益

区分 主な項目

②農作物被害軽減便益

(基準年：R元)

（単位：百万円）
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